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 （注）１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失であるため記載しておりません。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第30期

第３四半期連結
累計期間 

第31期
第３四半期連結

累計期間 

第30期
第３四半期連結

会計期間 

第31期  
第３四半期連結 

会計期間 
第30期

会計期間 

自  平成21年
１月１日 

至  平成21年 
９月30日 

自  平成22年
１月１日 

至  平成22年 
９月30日 

自  平成21年
７月１日 

至  平成21年 
９月30日 

自  平成22年 
７月１日 

至  平成22年 
９月30日 

自 平成21年
１月１日 

至 平成21年 
12月31日 

売上高（千円）  6,664,940  6,608,978  2,025,811  2,009,922  9,249,904

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 △105,834  10,898  △104,952  △71,246  2,037

四半期（当期）純損失（△） 

（千円） 
 △1,121,180  △79,792 △94,037  △69,177  △1,106,591

純資産額（千円） - -  2,841,607  2,613,431  2,906,997

総資産額（千円） - -  6,201,562  6,120,739  6,391,660

１株当たり純資産額（円） - -  232.14  221.76  235.13

１株当たり四半期（当期）純損失

（△）金額（円） 
 △91.11  △6.50  △7.60  △5.68  △90.13

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 -  -  -  -  -

自己資本比率（％） - -  45.6  42.5  45.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △282,438  310,771 - -  △127,236

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 71,446  304,196 - -  24,992

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △19,458  △105,853 - -  △92,735

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
- -  1,670,430  2,215,015  1,705,901

従業員数（人） - -  666  673  665
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。  

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

   

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

  

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

     

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 673   

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 491   
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(1）生産実績 

 （注）１ 金額は、製造原価によっております。 

    ２ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当第３四半期連結会計期間における受注実績  

 （注）金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）仕入実績 

 （注）１ 金額は、実際仕入額によっております。 

    ２ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 （注）１ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２ 主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。     

 （注）前第３四半期連結会計期間につきましては、当該割合が100分の10を超えるものがないため記載を省略しており 

    ます。   

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

区分 
当第３四半期連結会計期間
 （自 平成22年７月１日 

   至 平成22年９月30日） 
    前年同四半期比（％） 

受託ソフトウェア開発（千円）  1,678,819 91.7  

区分 受注高（千円） 前年同四半期比（％） 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

受託ソフトウェア開発  1,818,737  94.9  998,928  90.8

区分 
当第３四半期連結会計期間
 （自 平成22年７月１日 

   至 平成22年９月30日） 
    前年同四半期比（％） 

情報機器販売（千円）  47,321 307.9  

区分 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比（％）

受託ソフトウェア開発（千円）  1,906,746     97.0  

情報機器販売（千円）  56,608   494.6  

その他（千円）  46,566    94.7  

合計（千円）  2,009,922    99.2  

相手先 

前第３四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
  至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
  至 平成22年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

日立ソフトウェアエンジニアリング株

式会社 
 －  －  238,525  11.9
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   当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

   また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。  

  

  

 文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

  

（１）経営成績の分析 

  当第３四半期連結会計期間（平成22年7月1日～平成22年9月30日）におけるわが国経済は、春まで緩やかな回復 

基調にありましたが、南欧の財政赤字問題や急激な円高の影響により、夏以降、景気回復の減速感が強まり、国内

ＩＴ市場においても、ＩＴ投資に対し一段と慎重になる企業が増加するなど、厳しい業務環境となりました。 

 当社グループの当第３四半期連結会計期間の業績は、主事業である本体における金融向けなどのＳＩ/受託開発 

事業が減収となりましたが、子会社における専門特化型のＳＩ/受託開発事業やソリューション事業などの売上が 

前年同期比で増加した結果、売上高は2,009百万円（前年同期比0.8％減）とほぼ横這いを維持しました。 

 利益面では、売上総利益は情報機器販売の増加に伴い、312百万円（同4.6％増）と増加し、営業損失が65百万円

（前年同期は85百万円の損失）、経常損失は71百万円（前年同期は104百万円の損失）となり、法人税等を控除し

た四半期純損失は69百万円（前年同期は94百万円の損失）となりました。 

  

（２）財政状態の分析  

   当第３四半期連結会計期間末の総資産は、季節要因により売掛金が大きく減少したため、前連結会計年度末に 

比べ270百万円減の6,120百万円となりました。なお、固定資産に計上していました余資運用の投資有価証券を、償

還に伴い流動資産化したため、固定資産が減少した一方で現金及び預金と有価証券が増加しております。また現金

及び預金は自己株式の取得による支出がありましたが、借入による収入により増加しております。  

 負債は、売掛金と同様の要因により買掛金が減少した一方で、短期借入金が増加したこと及び賞与引当金等が季

節要因で増加したことにより、前連結会計年度末に比べ22百万円増の3,507百万円となりました。 

 純資産は、自己株式の処分（6月）と取得（8月）により自己株式が615百万円（同195百万円増）となり、また四

半期純損失の計上及び配当の実施により利益剰余金が249百万円（同109百万円減）となった結果、前連結会計年度

に比べ293百万円減の2,613百万円となりました。 

  

（３）キャッシュ・フローの状況 

   当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第２四半期連結会 

 計期間末より246百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末残高は2,215百万円となりました。主な要因は次の 

 とおりです。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

    当第３四半期連結会計期間における営業活動の資金は、税金等調整前四半期純損失58百万円の計上となり、 

  また、法人税等の支払額99百万円等により、前年同四半期に比べ152百万円増加しましたが、142百万円の支出 

 となりました。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

     当第３四半期連結会計期間における投資活動の資金は、投資有価証券の償還による収入200百万円等により、 

 前年同四半期に比べ174百万円増加し、127百万円の収入となりました。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

    当第３四半期連結会計期間における財務活動の資金は、短期借入金による収入363百万円がありましたが、自 

 己株式の取得による支出450百万円等により、前年同四半期に比べ349百万円減少し、231百万円の支出となりま 

 した。 

  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第３四半期連結会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。 

  

（５）研究開発活動  

   当第３四半期連結会計期間の研究開発活動で、特記すべきものはありません。 

  

  

  

(1）主要な設備の状況 

  当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

  当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。  

  

  

  

  

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

第３【設備の状況】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

         普通株式  19,600,000

計  19,600,000

種類 
第３四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月15日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  13,410,297  13,410,297

大阪証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード）  

単元株式数は100

株であります。 

計  13,410,297  13,410,297 ― ― 
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 旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成18年３月30日定時株主総会決議 

（注）１. 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式 

          により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
       また、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、または当社が時価を下回る価額で自己株式を処分す 

          る場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日） 

新株予約権の数（個）  5,240

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類                                      普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  628,800

新株予約権の行使時の払込金額（円）  510

新株予約権の行使期間 
              自 平成20年５月１日 

              至 平成25年４月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

              発行価格 

              資本組入額 

 

 

510

255

新株予約権の行使の条件 

  ①新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権

者」という）は、権利行使時においても、当社または当社

子会社の取締役、監査役、または従業員の地位にあるこ

と。ただし、任期満了による退任、定年退職、会社都合に

よる退任・退職、業務上の疾病に起因する退職、または転

籍によるものであり、かつ取締役会が認めた場合はその限

りではない。 

 ②新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を

認めないものとする。 

 ③その他の条件については、本株主総会決議および新株

予約権発行にかかる取締役会決議に基づき、別途当社と新

株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定

めるところによる。  

新株予約権の譲渡に関する事項   新株予約権の譲渡は、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ―  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―   
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    ２. 47名の退職等及び子会社の売却により、新株予約権の数760個と新株予約権の目的となる株式の数91,200株 

      は失権しております。 

    ３. 平成19年10月29日及び11月21日開催の取締役会決議により、平成20年１月１日付で１株を1.2株とする株式 

      分割を行っております。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込 

           金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されて 

           おります。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

  該当事項はありません。  

  

  

  

   大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

  ん。  

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式
総数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成22年７月１日～ 

 平成22年９月30日  
-  13,410,297 -  1,494,500 -  451,280

（６）【大株主の状況】
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  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、 

 記載することができないことから、直前の基準日（平成22年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお 

 ります。 

  

 ①【発行済株式】 

  

  

②【自己株式等】 

    

  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  （注） 最高・最低株価は、平成22年４月１日より大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであり、 

     それ以前はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

  

  前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。  

  

（７）【議決権の状況】

  平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

― ― 
普通株式       438,200

完全議決権株式（その他） 普通株式   12,879,600  128,796 ― 

単元未満株式 普通株式         92,497 ― ― 

発行済株式総数  13,410,297 ― ― 

総株主の議決権 ―  128,796 ― 

  平成22年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

株式会社ソルク

シーズ 

東京都港区芝５

―33―７ 
 438,200  ―  438,200  3.27

計    438,200  ―  438,200  3.27

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
１月 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  391  384  420  418  403  393  365  369  380

最低（円）  371  370  380  363  340  350  350  350  360

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,806,134 1,483,617

受取手形及び売掛金 1,311,512 1,752,003

有価証券 480,164 279,978

商品及び製品 11,974 16,219

仕掛品 221,754 109,663

原材料及び貯蔵品 3,149 3,331

その他 79,478 141,506

流動資産合計 3,914,167 3,786,320

固定資産   

有形固定資産 ※  654,120 ※  678,559

無形固定資産   

のれん 32,508 17,185

その他 171,677 142,517

無形固定資産合計 204,186 159,702

投資その他の資産   

投資有価証券 612,418 1,012,998

繰延税金資産 355,475 333,864

その他 371,962 431,310

貸倒引当金 △3,015 △12,270

投資その他の資産合計 1,336,842 1,765,902

固定資産合計 2,195,148 2,604,165

繰延資産 11,422 1,174

資産合計 6,120,739 6,391,660

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 284,560 493,260

短期借入金 936,200 692,600

1年内償還予定の社債 60,000 240,000

1年内返済予定の長期借入金 223,800 295,673

未払法人税等 23,338 24,304

賞与引当金 211,319 －

役員賞与引当金 1,750 －

その他 319,737 511,341

流動負債合計 2,060,706 2,257,181

固定負債   

社債 390,000 70,000

長期借入金 86,400 257,810

退職給付引当金 832,060 772,873

役員退職慰労引当金 125,417 114,474

負ののれん 509 1,018

その他 12,214 11,304

固定負債合計 1,446,601 1,227,482

負債合計 3,507,308 3,484,663
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,494,500 1,494,500

資本剰余金 1,468,229 1,453,942

利益剰余金 249,018 358,450

自己株式 △615,986 △420,018

株主資本合計 2,595,761 2,886,874

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,660 5,482

評価・換算差額等合計 3,660 5,482

少数株主持分 14,009 14,639

純資産合計 2,613,431 2,906,997

負債純資産合計 6,120,739 6,391,660
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 6,664,940 6,608,978

売上原価 5,395,094 5,424,684

売上総利益 1,269,845 1,184,294

販売費及び一般管理費   

役員報酬 221,220 235,668

給料 372,932 341,211

賞与 45,275 43,274

賞与引当金繰入額 27,597 25,699

役員賞与引当金繰入額 － 1,750

役員退職慰労引当金繰入額 12,620 14,243

退職給付費用 16,094 17,499

法定福利費 73,114 68,895

地代家賃 88,289 74,743

支払手数料 64,581 111,816

のれん償却額 116,274 5,926

その他 288,702 242,053

販売費及び一般管理費合計 1,326,702 1,182,783

営業利益又は営業損失（△） △56,856 1,510

営業外収益   

受取利息 20,450 19,618

受取配当金 1,279 322

負ののれん償却額 509 536

その他 9,722 14,767

営業外収益合計 31,961 35,245

営業外費用   

支払利息 17,222 13,832

デリバティブ評価損 57,105 25

投資事業組合運用損 － 8,460

その他 6,612 3,539

営業外費用合計 80,939 25,857

経常利益又は経常損失（△） △105,834 10,898
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年９月30日) 

特別利益   

固定資産売却益 78 －

投資有価証券売却益 2,107 －

関係会社株式売却益 － 14,057

保険解約返戻金 3,737 －

その他 3,780 －

特別利益合計 9,703 14,057

特別損失   

固定資産除却損 － 4,585

固定資産売却損 2,977 －

のれん償却額 856,775 －

投資有価証券評価損 960 8,765

役員退職慰労引当金繰入額 40,416 －

ゴルフ会員権評価損 2,838 －

減損損失 － 108

特別損失合計 903,968 13,460

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,000,100 11,495

法人税、住民税及び事業税 112,028 104,852

法人税等調整額 10,482 △14,036

法人税等合計 122,511 90,816

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1,430 472

四半期純損失（△） △1,121,180 △79,792
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 2,025,811 2,009,922

売上原価 1,727,090 1,697,430

売上総利益 298,720 312,491

販売費及び一般管理費   

役員報酬 73,800 79,938

給料 119,252 105,460

賞与 2,704 2,671

賞与引当金繰入額 23,774 20,067

役員賞与引当金繰入額 － 750

役員退職慰労引当金繰入額 4,224 5,023

退職給付費用 4,084 5,473

法定福利費 23,750 23,091

地代家賃 28,756 24,638

支払手数料 23,384 24,191

のれん償却額 1,040 2,093

その他 79,224 84,107

販売費及び一般管理費合計 383,995 377,505

営業損失（△） △85,274 △65,014

営業外収益   

受取利息 2,960 3,565

受取配当金 56 67

負ののれん償却額 169 169

その他 539 6,105

営業外収益合計 3,726 9,908

営業外費用   

支払利息 5,294 4,221

デリバティブ評価損 13,350 7,405

投資事業組合運用損 － 2,720

その他 4,759 1,793

営業外費用合計 23,403 16,140

経常損失（△） △104,952 △71,246

特別利益   

関係会社株式売却益 － 14,057

特別利益合計 － 14,057

特別損失   

固定資産除却損 － 200

投資有価証券評価損 － 1,229

特別損失合計 － 1,429

税金等調整前四半期純損失（△） △104,952 △58,618

法人税、住民税及び事業税 △4,284 7,618

法人税等調整額 △6,632 3,708

法人税等合計 △10,917 11,326

少数株主利益又は少数株主損失（△） 3 △767

四半期純損失（△） △94,037 △69,177
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△1,000,100 11,495

減価償却費 86,286 97,557

減損損失 － 108

のれん償却額 973,050 5,926

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,213 10,943

退職給付引当金の増減額（△は減少） 50,289 59,748

賞与引当金の増減額（△は減少） 207,027 213,083

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － 1,750

貸倒引当金の増減額（△は減少） － △9,255

受取利息及び受取配当金 △21,730 △19,941

支払利息 17,222 13,832

投資有価証券売却損益（△は益） △2,107 －

関係会社株式売却損益（△は益） － △14,057

デリバティブ評価損益（△は益） 57,105 25

投資有価証券評価損益（△は益） 960 8,765

投資事業組合運用損益（△は益） － 8,460

ゴルフ会員権評価損 2,838 －

固定資産売却損益（△は益） 2,898 －

固定資産除却損 － 4,585

売上債権の増減額（△は増加） 815,060 448,989

たな卸資産の増減額（△は増加） △294,605 △123,238

仕入債務の増減額（△は減少） △412,514 △203,667

未払消費税等の増減額（△は減少） △43,150 △4,482

未払費用の増減額（△は減少） △142,279 △117,083

その他 △234,872 △28,980

小計 59,167 364,565

利息及び配当金の受取額 27,808 25,215

利息の支払額 △17,011 △13,255

法人税等の支払額 △352,401 △65,754

営業活動によるキャッシュ・フロー △282,438 310,771
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △4,744 △13,962

有形固定資産の取得による支出 △20,462 △13,803

有形固定資産の売却による収入 4,045 1,182

無形固定資産の取得による支出 △41,143 △104,512

投資有価証券の取得による支出 △51,938 △117,386

投資有価証券の償還による収入 － 500,000

投資有価証券の売却による収入 96,773 －

有価証券の償還による収入 100,000 －

関係会社株式の売却による収入 － 4,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

－ 3,194

社債等の償還による収入 － 40,000

貸付けによる支出 △35,393 －

貸付金の回収による収入 27,618 6,310

その他 △3,308 △826

投資活動によるキャッシュ・フロー 71,446 304,196

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 104,800 243,600

長期借入れによる収入 200,000 －

長期借入金の返済による支出 △231,711 △243,284

社債の発行による収入 100,000 387,745

社債の償還による支出 △30,000 △260,000

自己株式の売却による収入 － 268,400

自己株式の取得による支出 △99,877 △450,081

配当金の支払額 △62,669 △32,582

少数株主への配当金の支払額 － △563

その他 － △19,088

財務活動によるキャッシュ・フロー △19,458 △105,853

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △230,449 509,114

現金及び現金同等物の期首残高 1,900,880 1,705,901

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,670,430 ※  2,215,015
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更 連結の範囲の変更 

  株式会社ワイ・エス・アールは、平成22年３月１日付で株式会社ノイマン

と合併したため、また、株式会社ティ・エム・ソルは、平成22年９月１日付

で売却したため、連結の範囲から除いております。   

  

２．会計処理基準に関する事項の変更 受注制作のソフトウェアに係る収益計上基準   

 受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準については、従来、完成基

準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準 

第15 号 平成19年12 月27 日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指 

針」(企業会計基準適用指針第18 号 平成19 年12 月27 日)を第１四半期 

連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した受注契約か 

ら、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認

められる契約については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)

を、その他の契約については完成基準を適用しております。 

 なお、これによる当四半期連結財務諸表に与える影響はありません。 

   

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書）  

 前第３四半期連結累計期間及び前第３四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示し

ておりました「投資事業組合運用損」（前第３四半期連結累計期間及び前第３四半期連結会計期間3,565千円） 

は、営業外費用の100分の20を超えたため区分掲記しております。     

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 四半期連結会計期間中に著しい貸倒実績が発生しない限り、前連結会計年度

末に算定した貸倒実績率を使用しております。 

   

２．たな卸資産の実地棚卸の省略 実地棚卸は行っておりません。  

  

３．連結会社相互間の債権債務の相殺に

おける差異調整の省略と未実現損益の

消去における見積計算 

  

重要性があれば、差異調整することとしております。 

  

４. 繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環

境等や一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合は、前連

結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを

利用しております。   
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年12月31日） 

 ※ 有形固定資産の減価償却累計額  ※ 有形固定資産の減価償却累計額 

  477,464千円   467,792千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

※   現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結 

  貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成21年９月30日現在） 

※   現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結 

  貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成22年９月30日現在） 

現金及び預金 千円1,448,439

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 千円△56,037

別段預金 千円△1,889

マネー・マネジメント・ファンド等 千円279,918

現金及び現金同等物 千円1,670,430

現金及び預金 千円1,806,134

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 千円△70,000

別段預金 千円△1,283

マネー・マネジメント・ファンド等 千円480,164

現金及び現金同等物 千円2,215,015
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当第３四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至

平成22年９月30日） 

１. 発行済株式に関する事項  

   

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

  

３．配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

  

 （2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

   発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

    該当事項はありません。 

     

  

４．株主資本の著しい変動に関する事項   

   当社は、平成22年６月22日付で、第三者割当による自己株式の処分を行いました。この結果、第２四半期

  連結累計期間において、自己株式が254百万円減少し、資本剰余金が14百万円増加しております。また、当 

 第３四半期連結会計期間において、取締役会決議に基づき、自己株式1,250,000株、450百万円を取得いたし

 ました。なお、当第３四半期連結会計期間末における自己株式は1,688,297株、615百万円となっておりま 

 す。  

    

（株主資本等関係）

 株式の種類         
当第３四半期

連結会計期間末 

 普通株式 （株） 13,410,297 

 株式の種類         
当第３四半期

連結会計期間末 

 普通株式 （株） 1,688,297 

   決議     株式の種類   配当金の総額
（千円）  

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日  配当の原資

 平成22年７月30日 

 取締役会  
 普通株式 32,430  2.5  平成22年６月30日   平成22年９月２日   利益剰余金 
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前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日～９月30日）及び当第３四半期連結会計期間（平成22年７月１

日～９月30日）並びに前第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日～９月30日）及び当第３四半期連結累計

期間（平成22年１月１日～９月30日） 

  当連結グループは、ソフトウェア開発及びその他の事業を事業の内容としております。ソフトウェア開発事業

は、ソフトウェアの開発、およびそれに付随する情報機器販売、保守作業等を行っております。その他の事業

は、映像・音響、セキュリティ関連事業等を行っております。このうち、ソフトウェア開発事業の売上高、営業

利益の金額は、全セグメントの売上高、営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事

業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

    

  

前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日～９月30日）及び当第３四半期連結会計期間（平成22年７月１

日～９月30日）並びに前第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日～９月30日）及び当第３四半期連結累計

期間（平成22年１月１日～９月30日） 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び支店がないため、該当事項はありません。 

   

  

前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日～９月30日）及び当第３四半期連結会計期間（平成22年７月１

日～９月30日）並びに前第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日～９月30日）及び当第３四半期連結累計

期間（平成22年１月１日～９月30日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

     

  

 当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものではありません。 

  

  

 当社グループの行っておりますデリバティブ取引は、企業集団の事業の運営において重要なものではありませ

ん。  

  

 当社は、ストック・オプションを発行しておりますが、当第３四半期連結財務諸表への影響はありませんので、

記載を省略しております。 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純損失金額等  

  （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

    該当事項はありません。  

  

  所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っております

が、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないた

め、記載しておりません。  

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年12月31日） 

１株当たり純資産額 221.76円 １株当たり純資産額 235.13円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

純損失であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 △91.11円

 同左  

１株当たり四半期純損失金額 △6.50円

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額     

四半期純損失（△）（千円）  △1,121,180  △79,792

普通株主に帰属しない金額（千円）       -       -

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円）  △1,121,180  △79,792

期中平均株式数（株）  12,305,390  12,279,181

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

純損失であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 △7.60円

 同左  

１株当たり四半期純損失金額 △5.68円

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額     

四半期純損失（△）（千円）  △94,037  △69,177

普通株主に帰属しない金額（千円）       -       -

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円）  △94,037  △69,177

期中平均株式数（株）  12,370,722  12,170,384

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

2010/11/17 9:12:4410682775_第３四半期報告書_20101117091221

- 21 -



  平成22年７月30日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。 

 （イ）配当金の総額             32百万円 

 （ロ）１株当たりの金額           ２円50銭 

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日  平成22年９月２日  

 （注）平成22年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し支払を行いました。  

  

  

  

 該当事項はありません。 

  

２【その他】

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月12日

株式会社ソルクシーズ 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 内山 敏彦  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 毛利 篤雄  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ソルク

シーズの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ソルクシーズ及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） １. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四 

       半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

          ２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月12日

株式会社ソルクシーズ 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 上林 三子雄  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 毛利 篤雄  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ソルク

シーズの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から

平成22年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ソルクシーズ及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） １. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四 

       半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

          ２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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